
       居宅介護支援重要事項説明書    
                  <令和 ７年 ４月 １日現在>  
   
 
１．法人概要 
 
 法人名称 医療法人社団 小国医院 
 主たる事務所の所在地 香川県仲多度郡まんのう町四條７７７番地 
 法人種別 医療法人社団 
 代表者名 小国 孝 
 電話番号 ０８７７－７５－２３１７ 

 
 
２．事業所概要 
 
 事業所名称 居宅介護支援 小国 
 指定番号 ３７７１６０００１６ 
 管理者 松浦 真由美 
 所在地 香川県仲多度郡まんのう町四條７７７番地 
 電話番号 ０８７７－７５－２３７３ 

 
 
３．事業の目的と運営方針 
 

 事業の目的 

  医療法人社団小国医院が開設する居宅介護支援小国（以下「事業所」 
という）が行う居宅介護支援の事業（以下「事業」という）の適正な運
営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介
護支援専門員が、要介護状態にある利用者に対し、適正な居宅介護支援
を提供することを目的とする。 

 運営の方針 

１ 事業所の介護支援専門員は、要介護者などが居宅において日常生活を
営む為に必要な保健医療サービスまたは福祉サービスの適切な利用等
をすることができるよう、当該居宅介護者などの依頼を受けて居宅サー
ビス計画を作成するとともに、当該計画に基づく指定居宅サービスなど

の提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者などとの連絡調整そ
の他の便宜の提供を行う。 

２ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者

に提供される居宅サービス等が特定の種類または特定の居宅サービス

事業者に不当に偏る事のないよう、公正中立に行う。 
３ 事業の実施にあたっては、関係市町村、地域包括支援センター、地域

の保険・医療・福祉サービスの提供者等と綿密な連携を図るものとする。 
４ 利用者の人権の擁護、虐待の防止のため、必要な体制の整備を行うと

ともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 
５ 介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行う

よう努めるものとする。 

 
 



４．事業の実施地域 
 
 事業の実施地域 まんのう町、琴平町、善通寺市、丸亀市綾歌町、三豊市財田町 
   ※上記地域以外でもご希望の方はご相談ください。 
 
 
５．職員体制 
    

介護支援専門員 松浦真由美（常勤専任）、光成奈美（常勤専任）、 
曽根京子（常勤兼務） 

 
 
６．営業日及び営業時間 
 
営業日 月曜日から金曜日（ただし、国民の祝日に関する法律に規定する日、 

１２月３１日～１月３日を除く） 

 営業時間 ８時から１７時まで 

   ※上記以外の時間も電話連絡等の対応は可能です。  
 
 
７．サービスの提供方法及び内容 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 
 
（１）ご利用者様からの居宅サービス計画作成依頼等に対する相談対応 
  
（２）課題分析（アセスメント）の実施 
 
（３）居宅サービス計画原案の作成 

    （１）（２）に基づき、居宅サービス計画の原案を作成します。 
    事業所の選択にあたっては、公正中立の立場より、複数の事業所の紹介をさせて

いただき、ご希望に沿った事業所を決定いたします。 
    また、訪問介護、通所介護（地域密着型通所介護を含む）、福祉用具貸与の事業所

につきましては、別紙に掲げる通り、各サービス事業所の割合を提示させていただ

きます。 
 
（４）サービス担当者会議等の実施 
 
（５）居宅サービス計画の確定 
   
（６）サービス事業所との連携 
  
（７）サービス実施状況の継続的な把握及び評価（モニタリング） 
    月に１回以上はご自宅を訪問し、必要に応じてサービス計画の見直しを行いま

す。 
 
（８）地域ケア会議における関係者間の情報共有 
  



８．苦情の受付について 
 
 当事業所に対する苦情やご相談は以下の相談窓口で受け付けます。 
 
  ○苦情受付窓口  窓口責任者  松浦 真由美 

  ○受付時間    月曜日～金曜日 （12/31～1/3、祝祭日を除く） 
           8:00～17:00 
  ○連絡先     0877-75-2373 
 
 （１）苦情処理体制・手順 
  

       利用者  ・相談、苦情申し立て 
        ↓ 
       苦情受付担当者 ・相談、苦情の受付・記録 
        ↓ 
       管理者   ・相談、苦情内容の確認   
       事業所職員 ・対応方法の検討、記録 

 
        ↓               事業所内 
       利用者               ・対応策実行 

・ 改善・対応方法の報告      ・再発防止策の実行 
 
（２）その他、当事業所以外に市町村および国民健康保険団体連合会等の窓口にて受け付

けております。 

 
 
９．事故発生時の対応 
 
   サービス提供中に病状の急変等があった場合は、速やかにお客様の主治医、救急隊、
緊急時連絡先（ご家族等）へ連絡を取るなど必要な措置を講じます。また、サービスの
提供に伴って、事業所の責めに帰すべき事由により賠償すべき事故が発生した場合には、
速やかに賠償責任を行います。 

 
 
１０．秘密の保持と個人情報の保護について 
 
 （１）利用者及びその家族に関する秘密の保持について 
 
  ①事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」

及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り

扱いのためのガイダンス」を尊守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

行政機関その他受付機関 住所 電話番号 

まんのう町福祉保険課 まんのう町吉野下430 ０８７７－７３－０１２５ 

琴平町住民福祉課 琴平町榎井817-10 ０８７７－７５－６７０６ 

丸亀市高齢者支援課 丸亀市大手町2丁目3番1号 ０８７７－２４－８８３１ 

善通寺市高齢者課 善通寺市文京町二丁目1番1号 ０８７７－６３－６３３１ 

三豊市介護保険課 三豊市高瀬町下勝間2373-1 ０８７５－７３－３０１７ 

国民健康保険団体連合会 高松市福岡町2丁目3-2 ０８７－８２２－７４５３ 



  ②従業者は、サービス提供をする上で知りえた利用者又はその家族の秘密を正当な理
由なく、第三者に漏らしません。 

 
  ③また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続

します。 

 
  ④事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき
旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 

 
 （２）個人情報の保護について 

 
  ①事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等におい

て、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、
予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を
用いません。 

 

  ②事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるもの
の他、電磁的記録を含む）については、管理者の注意を持って管理し、また処分の
際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

 
  ③事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示すること

とし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調

査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものとします。 
 
 

１１．虐待の防止 
 
 （１）事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の防止のために、次に掲げるとおり必要な 

措置を講じます。 
 

①虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従

業者に周知徹底を図っています。 
 
②虐待の防止のための指針を整備しています。 
 
③従業者の対する虐待防止を啓発・普及するための研修を定期的に実施しています。 
 
④虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者を設置しています。 

 虐待の防止に関する責任者  理事長  小国 孝 

 
（２）当事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は利用者の家族等による虐

待を受けたと思われるご利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報

いたします。 
 
 
 



１３．身体拘束の防止 
 
  身体拘束廃止に向けた取り組みとして、職員一人ひとりが身体拘束の問題意識を共有

し事故の起きない環境の整備に努めます。やむを得ず拘束を行う場合は、その必要性等

を明確にし、利用者または家族の同意を得て実施します。 
 
 
１４．業務継続計画 
 

当事業所は、感染症や非常災害の発生時において、ご利用者に対するサービスの提供 
を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるも

のとします。 
 
 

１５．衛生管理等 
 

当事業所は、事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する 
委員会の開催、指針の整備、定期的な研修及び訓練の実施に努めます。 
 
 

１６．ハラスメントの防止 
 
   当事業所は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的 

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超え 
たものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の措 
置を講じるものとします。 
 

 
１７．その他 
   
   ①体調がすぐれないなどの理由で入院された場合は、入院先に担当のケアマネジャ

ーの氏名等をお伝えください。 
 
②支援事業所が交付するサービス利用票、サービス提供証明書等は、お客様の介護

に関する重要な書類なので、契約書･重要事項説明書等と一緒に大切に保管してく
ださい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



（別紙） 
 
利用料金について 

 
  要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので利用者様の自
己負担はありません。 

  但し、介護保険適用の場合でも、お客様に保険料の滞納等が生じた場合は、当事業所
に直接介護保険給付が行われない場合があります。その場合、お客様は１ヶ月につき要
介護度に応じて下記の利用料をお支払いください。利用料のお支払いと引き換えにサー
ビス提供証明書と領収書を発行します。このサービス提供証明書及び領収書を後日、各
市町村窓口に提出しますと、全額支払を受けられます。 

 

【基本料金】 
居宅介護支援費（Ⅰ）（取扱件数が４５件未満の場合） 

（要介護１・２の方）    １０，８６０円 
  （要介護３・４・５の方）  １４，１１０円 

 

【加算】 
以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の要件 加算額 
初回加算 新規あるいは要介護状態区分が 2 区分以上変更された利用者に対し指

定居宅支援を提供した場合（1 月につき） 

３０００円 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 利用者が入院した当日に、病院等の職員に対して必要な情報を提供し

た場合（1 月につき 1 回を限度） 
２５００円 

入院時情報連携加算(Ⅱ) 利用者が入院してから１日以上３日以内に、病院等の職員に対して必

要な情報を提供した場合（1 月につき 1 回を限度） 
２０００円 

通院時情報連携加算 利用者が病院又は診療所において医師の診察を受けるときに、医師等

に対して必要な情報を提供するとともに、医師等から必要な情報を受

けて記録した場合（1 月につき 1 回を限度） 

５００円 

退院・退所加算(Ⅰ)イ 

 

病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職員から

必要な情報の提供を受けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合（入院又は入所期間中につき 1 回を限

度） 
病院等の職員からの情報収集を１回行っている場合 

４５００円 

退院・退所加算(Ⅰ)ロ 

 

病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職員から

必要な情報の提供を受けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合（入院又は入所期間中につき 1 回を限

度） 
病院等の職員からの情報収集をカンファレンスにより１回行っている

場合 

６０００円 

退院・退所加算(Ⅱ)イ 病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職員から

必要な情報の提供を受けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合（入院又は入所期間中につき 1 回を限

度） 
病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている場合 

６０００円 

退院・退所加算(Ⅱ)ロ 病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職員から

必要な情報の提供を受けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合（入院又は入所期間中につき 1 回を限

度） 
病院等の職員からの情報収集を２回行っている場合であって、うち１

回以上がカンファレンスによる場合 

７５００円 



退院・退所加算(Ⅲ) 病院や介護保険施設等からの退院・退所に当たって病院等の職員から

必要な情報の提供を受けた上で居宅サービス計画を作成し、居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合（入院又は入所期間中につき 1 回を限

度） 
病院等の職員からの情報収集を３回以上行っている場合であって、う

ち１回以上がカンファレンスによる場合 

９０００円 

ターミナルケアマネジメ

ント加算 
在宅で死亡した利用者に対して、ターミナルケアマネジメントを行っ

た場合（１月につき） 
４０００円 

緊急時等居宅カンファレ

ンス加算 
病院等の求めにより、医師等と共に居宅を訪問してカンファレンスを

行い、利用者に必要な居宅サービス等の利用調整を行った場合（１月

に２回を限度） 

２０００円 

 

【減算】 
以下の要件を満たす場合、上記の基本部分から以下の料金が減算されます。 

減算の種類 減算の要件 減算額 
運営基準減算 指定居宅介護支援の業務が適切に行われず、一定の要件に該当した場

合 
上記基本利用

料の５０％（２

月以上継続の

場合１００％） 
特定事業所集中減算 居宅サービス計画に位置付けた訪問介護等について特定の事業者への

集中率が、正当な理由なく８０％を超える場合 
２０００円 

高齢者虐待防止措置未実

施減算減算 
指定居宅介護支援等基準第２７条の２に規定する基準を満たさない場

合 
所定単位数の

１００分の１

に相当する額 
業務継続計画未策定減算 指定居宅介護支援等基準第１９条の２第１項に規定する基準を満たさ

ない場合 
＊但し、令和７年３月３１日までの間は経過措置あり 

所定単位数の

１００分の１

に相当する額 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
当事業所は、重要事項説明書に基づいて、居宅介護支援の重要事項の説明をしました。 
 
 
 

令和  年  月  日 
 
 
  事業所    住  所  香川県仲多度郡まんのう町四條７７７番地 
 
         事業所名  居宅介護支援 小国 
         管理者名  松浦 真由美       
 
          説明者              
 

 
 
 
 
 
 
私は、重要事項説明書に基づいて、居宅介護支援の重要事項の説明を受け、居宅介護支

援サービスの提供開始に同意しました。 
 

令和  年  月  日 
 
 
   利用者   住所                          
 
         氏名                                
             
 
 
 署名代理人   住所                          
           
         氏名                          
               
 
        利用者との関係                 

           


